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住友電気工業株式会社の
研究開発システム＊
(917)14.-5 
広田俊郎
I 住友電気工業株式会社
住友電工の事業の源は，今から約 400年前の住友家の銅精錬事業にまで遡
ることができる。このようなルーツをもとに，明治30年(1897年）住友伸銅場
が設置され，銅板，銅棒に加えて，銅線の製造を開始したことをもって住友
電工の創業がなされた。同社は銅線を電線・ケープルとする事業を起こし，
その事業を中心として，各種の技術開発を行ってきた。 1931年には，銅を伸
線する際に使用するダイスを， 1938年には，航空機エンジンの弁バネ用の高
級特殊銅線を， 1943年には航空機用燃料タンク及び船舶用防振ゴムを開発，
1956年にアンテナ・給電線を開発するなど，いずれも電線の製造に関連した
技術開発を行ってきた。このように，住友電工の中心軸は電線ビジネスにあ
り，昭和40年代には，同社の売上の70%は電線事業に依存していたが，その
＊本資料は，財団法人関西生産性本部が行った第1回新規事業開発マネジャー育成コ
ース（主査神戸大学加護野忠男教授， 1987年）のために，筆者が1987年10月4
日に執筆完了したものに対して加筆を行ったものである。資料の作成にあたって
は，住友電工株式会社研究開発本部企画開発部部長補佐（当時）村上路一氏（現職
同社基盤技術研究所技師長）の多大の協力を得た。記して謝意を表します。
ここで紹介する住友電気工業株式会社の研究開発システムは，あくまでも1987年
当時のものである。しかしながら，本資料で述べられた当時の住友電工の研究開発
システムの諸側面は，今なお研究開発マネジメントのあり方に対して多くの示唆を
与えてくれるものと思われる。
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図 1 住友電工における多角化の推移
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依存度は次第に低下してきて，現在は50%程度である。同社は，電線・ケー
プルの設計・製造技術に基礎を置きながら，光ファイバー，化合物半導体，
電子材料，ディスク・プレーキ，合成ダイヤ，等々さまざまな分野で商品開
発を行ってきた（図 1参照）。そのため， 電線事業売上高の比率が低下し，
電線以外の売上高比率が徐々に高まってきていた（図 2参照）。すなわち，
同社は銅線ビジネスの成熟化傾向のもとで，企業全体の売上高に占める銅線
の比率を低下させ， 新規事業の比率を高めようとしてきた。その結果， 通
信技術やその関連システムに関して，次から次へと新展開が進行してきた。
このような変化に対する対応を適切かつ効果的に行うために，住友電工は，
オプトエレクトロニクス，あるいは VerticalIntegration from Materials 
to Systemsを旗頭に上げて，先端技術を素材から，システムのあらゆる局
面に適用しながら，種々の変化に即応しつつ，新たなビジネスを展開しよう
住友電気工業株式会社の研究開発システム（広田） (919)147 
% 75年 76年 77年 78年 79年 80年 81年 82年 83年 84年 85年
100 
86年
100 
90 -l 20 I 18 I 23 I 21 26 ←90 
（新規分阻f)
80 
70 
60 
50 
40 
30-I63 I 63I 61I 62I 59 I 58 
20 
10 
55 I 57 I 53 I 54 I 55 52 
（屯線ケープル）
゜総 2.118 2.525 2,937 3,110 3,698 4,289 4,556 4,176 4,572 5,018 5,322 5,346 公＇と｛意 lリ｛n：|り {§ll {§:PJ I意Fl I意I1J I意Pl (n：|l /n：I’l ｛立1’J I立1り 1n:1り
贔
80 
60 
50 
40 
30 
20 
10 ?
図 2 売上構成図
としてきのである。
1. 会社トップとビジョン
住友電工の多角化の礎は， 昭和30年代の当時の社長， 北川一栄 (1966~
1970年在任）によって，築かれた。北川は， OFコンデンサーの発明者とし
ても著名であるが，彼は，新しい技術を独自に開発せよと社内に説いて回っ
たという。特に，これからは，情報化時代だと考え，それに即応した経営の
あり方を強調した。その方向性は，次の鍋島，阪本社長時代に一層強くなり，
更に，亀井社長 (1973~1982年在任）のいう「オフ゜トピア」構想につながっ
ていった。その後任の川上社長（現会長）も「光技術によって社会や産業が
変わっていくのをオプトビア」と呼び，これまでにない新しい索材やデバイ
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スの開発によって強みを出していこうとした。また，光ファイバー事業を展
開するにあたって，会社のビジョンとしてオプトビアということを標榜した
が，最近は光ファイバーだけではなく， 半導体等も心掛けようということ
で，次に述べる「オプトエレクトロニクス」と言うビジョンをかかげながら
多角化を推進してきた。
2. 企業多角化戦略
住友電工は，銅線事業を主事業とするが，その事業は基本的には成熟化傾
向にある。そこで，必然的に，多角化のための新規事業開発を行わなければ
ならない。同社は，その際に，次のような明確な方針に従って多角化の方向
性を定めていた。
(1) 企業の個性を生かすこと
当社の技術に関連した分野で，当社に適した事業を選択して育成して
いくということが強調されている。このことは，研究者の個性を生かす
ということにも通ずる。
(2) 経営理念を明確化すること
どのような価値の実現をめざした新規事業の育成を行うのか，即ち，
新規事業のめざす方向を明確化することが重要だと考えられている。
(3) 長期的視野に立ち独創的な新規事業の開発を行うこと
他社が成功している事業を真似して行うのではなく，長期的視野に立
って独創的な新規事業を行うということが大切だと見なされている。そ
のためには，研究開発費の負担に耐える企業体力をつけ，研究者を活性
化し，新技術の開発にライフワークとして取り組む覚悟を持たせるよう
にしている。
(4) 科学・技術の現状と将来動向を把握すること
開発しようとする技術が，科学および技術の潮流に沿っているかどう
かの検討の必要性を訴えている。
(5) 技術戦略を立てるまえに海外市場の動向を常に把握しておくこと
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研究開発においては，米国をはじめ先進国における開発状況，予測さ
れる市場規模，あるいは特許の状態などを事前に十分調査しておくこと
が重要視されている。同社が他社とのコミュニケーションに対して，非
常にオープンな姿勢をとっていることも，このように海外環境はじめ外
部環境情報に対して高感度に対応しようとすることの現れである。
I 組織
1. 全社組織
住友電工の組織は図 3に示されるように，事業部制をとっていた。大きく
は，本社， 電線事業部門， 電線以外の事業部門， 研究開発本部， 製作所部
門，支社・支店部門に分けられていた。電線事業部門は，さらに電線総合企
画部門，電線営業部門，電力事業部門，通信事業部門，等に分けられ，光フ
ァイバー は， 通信事業部門の中の光事業部において取り扱われていた。ま
た，電線以外の事業部門は，特殊線事業部，粉末合金事業部，ダイヤ製品開
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図 3 住友電気工業株式会社粗織概念図 (1986年6月当時）
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発部，プレーキ事業部，ゴムプラスチック事業部，システム事業部，電子材
料事業部，半導体事業部，海外事業部，等に分けられていた。
研究開発関係部署は，研究開発本部のもとに置かれた。すなわち，基盤技
術研究所，大阪研究所，伊丹研究所， 横浜研究所などの各種研究所と， ME
開発室，ニューメディア開発室，などの開発室，半導体デバイス開発部，機
能部品開発部，などの開発部が設置されていた。
2. 研究開発本部
研究開発本部は1971年に発足した。それより以前は，大阪，伊丹，横浜の
各製造所に研究部が置かれていた。それらを相互に統合する目的をもって設
置されることになったのである。 1987年当時，研究開発本部は副社長の中原
恒雄1)によって統括されていた。全員で， 1,400人がこの部署に属していた。
この本部には，取締役が3人配置されており，このセクションが担当する職
務の困難さと重要性を物語っていた。
研究開発本部の機能は大きく分けると，①中央研究所的な基礎研究，③事
業部門の支援研究，⑧新規事業の開発，④全社的技術調査などの経営トップ
を補佐するスタッフ業務の四つである。ここで，注目すべきことは，住友電
工が売上高5,000億円という規模の割りには，中央研究所を持たないことで
あった。それは，ビジネスと遊離した研究になってはいけないという考え方
から来ていた。そのため， 研究開発本部は， 中央研究所的性格を持ちなが
ら，ビジネスの創造につながる技術開発を行っていた。
3. 開発企画部
開発企画部は，研究開発本部のスクッフ部門であった。開発企画部の第一
の機能は，種々の技術的情報交換のための会合に関して事務局の機能を果た
すことである。会議の種類としては， RDM（研究開発本部長と副本部長と
1)現在同社副会長。
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が出席）， RDMT (RDMのメンバーに研究所長を加えたもの）， さらに
ERDM (RDMTのメンバーに開発部長と開発室長を加えたもの）などが
ある。開発企画部は，これらの 3層から成る会議の事務局の機能を果たして
いた。
第二の機能は，各事業部の要求の調整機能である。予算編成時に，開発企
画部は，各事業部の要求を積み上げたうえで査定を行う。多くの場合，積み
上げの合計は予定額をオーバーするので，一律カットにより，調整しようと
する。その調整の際のチェック項目としては， 9項目（売上，残業時間，等
々）ほどあり，具体的に問題を指摘していきながら，調整をおし進めていき，
予算の原案を作る。ただし，調整というレベルを超えた研究開発方向の設定
については，設備投資と人の傾斜配分によって行おうとしていた。その傾斜
配分に当たっては，研究開発本部長の会議での発言，談話，コメントをもら
さず聞いたうえで，本部長のめざすところを把握し，そのポイントをふまえ
て，開発企画部が原案を提出することにしていた。また，本部長自らが新入
社員と話し合い，何を研究したいのかを聞きだし，各人の希望に出来るだけ
沿った形で，新人の配分を行うようにしていた。
第三の機能は，有望な研究開発テーマに関連して，次代のベンチャーとし
てはどのようなプロジェクトを組むことが望ましいかという検討を行うこと
である。開発企画部としては，次代のベンチャーの選定に当たっては，月 1
回開かれる ERDM(Expanded Research Development Meeting)に，
開発部や開発室の長を全員集めて，本部長と対話してもらい，その議論の中
からあるべき姿を明確化しようとしていた。
4. 研究開発の組織体制
研究開発本部の傘の下に，現在技術的に重要なテーマであり，将来市場的
にも有望なテーマについて幅広い研究活動が推進されていた。そのため，住
友電工の研究開発部門は，本社，事業部門と並び， トップマネジメントに直
結する形をとっていた。
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研究開発部門の活動は，大阪，伊丹，横浜，名古屋，熊本の 5地区におい
て行われていた。これらの活動は，研究開発本部の名のもとに一本化された
組織となっており，研究開発本部長がこれを統括していた。
研究開発本部のもとには，基盤技術研究所，大阪研究所，伊丹研究所，横
浜研究所，の 4研究所に加えて新たに，オフ゜トエレクトロニクス研究所，情
報電子研究所とが置かれることになった。これらの研究所には，研究の活動
単位である主任研究員グループがおかれた。そのグルーフ゜は，主任研究員が
リーダーとなり，数人ないし10数人の研究員がそのグループに加わるという
形で構成されていた。
住友電工の研究開発ヽンステムに独特な部分は，研究開発本部のもとに， ミ
ニ事業部ともいうべき開発部や開発室などの組織単位を作ることであった。
これらの開発部，開発室は一種の社内ベンチャーであって，これらの組織に
は，予算が与えられ，売上も計上される代わりに，費用も毎週どれだけ使っ
たかの数字を把握するようにしていた。たとえば，開発室長は常に 3~5年
にわたる事業計画を立てながら，開発室を運営していた。この開発室は，事
業化推進の本格化とともに，開発部に昇格することができた。開発部が損益
分岐点に到達できた場合は，事業部へと昇格できた。たとえば，従来，開発
室，開発部を経て事業部に育っていった事業化の成功例としては，フレキシ
プル・プリント基板，ボワフロン（四弗化樹脂多孔体）， 化合物半導体， 光
通信システム，合成ダイヤ等があった。開発企画部は研究開発本部のスタッ
フ部門として，技術の芽の段階からベンチャービジネスが一応軌道にのると
ころまで，研究開発計画の方向づけ，利益計画，新技術の探索および開発製
品のマーケティングなど，幅広い援助活動を行っていた。
5. 総合開発委員会 (RIC)
新規事業育成のため新しい事業の種の発掘と資源投入の最適化を行うこ
とができるように， 1970年に企業開発委員会 (KKC; Kigyo Kaihatsu 
Committee)という全社的委員会が設けられた。この KKCは， 1982年に
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図 4 総合開発委員会 (RIC)の構成
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総合開発委員会 (ReactiveIntegration Committee)に発展的解消を遂げ
た。この RICは研究開発部門のスタッフである開発企画部と，全社の企画
スクッフである総合企画本部とが事務局となり，常務以上の取締役と本社の
部長クラスが出席する全社的な委員会であった。それは， 決裁機関ではな
く，審議機関であった。参加者は，自由な雰囲気の中で，全社的に強いイン
パクトを及ぼしそうなテーマをめぐって議論を行った。本社の経営戦略の方
向設定と研究所の知識水準がマッチしているかを，事業化すべきプロジェク
トに即して検討したうえで， そのプロジェクトの目標の設定， スケジュー
ル，投入資源，等のあり方を議論した。
m 研究開発プロジェクトの管理
1. 研究テーマの区分
研究テーマは表1に示されるように， A,B,C,Dの4種類に分けられて
いた。 A は事業部が負担する現製品の研究であり， B種は，事業部の新製
品の研究であった。 A,B種ともに，事業部が負担する研究プロジェクトで
あり， 全社的な広がりを持つプロジェクトではない。 C 種は，新事業開発
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表 1 研究テーマの分類と費用分担
： 事業部支援研究 新事業開発研究現製品新製品 新 製 品
探 索 C。 C。
研 究 C1 
A B 
開 発 C2 
事 業 化 事業部へ移管． （新事業部Dの誕生）
費用負担責任 事 業 部 本社
のための研究である。 C。が探索， C1が研究， C2が開発，と区分されてい
た。また， D種は，事業化の段階の研究で，新事業部の誕生につながるよう
な研究であった。
このような研究テーマ区分は，（1)事業部の主体性に委ねるもの，（2)研究
者の自由裁量性に委ねるもの，（3)研究開発本部が基本点に関してきっちり
コントロールしていこうとするもの，などに分けられている，とも考えるこ
ともできる。
以上で示された全てのプロジェクト毎に，投入研究者時間などがコンビュ
ータシステムを通じて計算された。そのシステムは，各フ゜ロジェクトごとの
投入研究者時間などを，一目瞭然で分かるようにしたもので，研究開発本部
が研究開発についての全社的・戦略的判断を行い易く，技術方向を見極めや
すいようにしたものであった。ただし，このシステムは研究者が多様な活動
を行った様子を記録することもできるから，研究者にもメリットを与えるも
のでもあった。
このシステムを始めとして，研究費用管理関連ヽンステムのコンビュータ化
が図られてきた。これらのシステムは，管理のための管理ではなく，複雑な
研究活動への投入資源の実体をできるだけ，客観的に測定，解明することを
通じて，研究者がこのシステムに従うかぎり，積極的で効果的な技術開発・
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事業開発活動ができるよう支援することを保証したものとなっていた。
2. 事業部主体の研究 (A,B種プロジェクト）
A,B種の場合には，まず担当の主任研究員が原案を作成する。あくまで
も，研究者が原案を作る。それから，関係事業部の技術課長クラスと打ち合
わせを行う。事業部門の方でも中長期計画を立案しているので，主任研究員
が作った原案と事業部の開発計画とを互いに突き合わせる。最終的には，研
究部長と事業部長クラスが中心となって対話を行い， A,B種プロジェクト
の素案を作成することにしていた。 このようにして作られたプロジェクト
案は，その後，研究開発本部の年度計画へ組みこまれることになっていた。
3. 探索研究 (C。種プロジェクト）
このタイプの研究については， ある程度の額の研究費用に到達するまで
は，チェックしないしくみになっていた。それに，この種の研究は，新規に
取り組む場合でもそれ程費用がかからないのが通例である。このような研究
は，研究所で主任研究員が中心になって行うことが多かった。それらの主任
研究員は，研究所の中では，まだ開発部や開発室になっていない部門に属し
ていることが多かった。
この種の研究を通じて，研究員が自由に，自分の興味あるテーマを研究で
きるようになっていた。ただし，全社的に，各研究プロジェクトは将来の売
上をもたらすことができるかどうかという明確な評価基準で評価されてい
た。つまり，研究のアウトプットは売上である，という考えがあった。いく
ら，自由に研究テーマを選べるといっても，その場合，時代の流れがある方
向を向いておれば，それに即応したテーマの方が売上増につながりやすいと
いうことで，このような基準自体が，研究員のレベルでの一種のセルフ・コ
ントロールを可能にしていた。セルフ・コントロールのための尺度は，イン
プットの側にもあった。主任研究員のもとにいくつもの経理コードを設定し
て，人件費各経費のデータがとれるようにしていた。主任研究員のレベル
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では，インプット，アウトプットをたえず頭において研究テーマの有効性を
追求することに敏感なようにしていたのである。
このタイプの研究の動向を把握するという目的のためだけでもないが，研
究者は，週間報告書や週報を書くことが義務づけられていた。その週報は上
司である主任研究員の所へまず行き，最終的には中原研究開発本部長の所へ
いくようになっていた。それは， A4サイズの紙1枚のもので，主任研究員
が責任をもって検討するという仕組みになっていた。この種のレボートによ
って，新たな動きを着実に伸ばしていくことが期待されていた。このような
期待を実現するためにも，主任研究員は週間報告書に示された動きを適切に
把握していくことが要請されていた。
4. 会社的研究
C1プロジェクトと C2種プロジェクトは， いずれも全社的に新規事業を
創造することをめざした研究プロジェクトであり，探索研究と異なって，必
要研究資金も大規模なものとなってくる傾向がある。たとえば，光ファイバ
ーの開発を行おうとしていた 1973年には，研究の有望性には問題なかった
が，折からの石油ショックで開発費の捻出には，当時の亀井社長も苦労する
ようなプロジェクトが続出した。このようなプロジェクトについては，その
有効性の判断を行いながら，戦略的かつ選択的に取り組む必要があり，その
ような戦略的な評価を行うための工夫が不可欠であった。そのために採用さ
れたのが，新プロフィクビリティ法と新スコア法であった。
(1)新プロフィタビリティ法によるプロジェクト評価
既に述べたように， 1973年当時は，多数の C2種プロジェクトが並立して
いた。もし，まんぺんなく資源投入すれば， 2~3年後には，研究開発費の
負担限界を超えることが予測されたので，何らかの方法で，プロジェクトを
取捨選択する必要が生じた。そのため，各プロジェクトの事業化される時
期，事業規模，収益予測，などを定量的に把握する手法として，プロフィタ
ビリティ手法が開発された。
住友電気工業株式会社の研究開発システム（広田） (929)157 
ただし，すべての C1種および C2種プロジェクトがこの手法によって評
価されるのではなく，大規模な C1種および C2種がプロフィタビリティ法
および，後述する新スコア法の 2つの評価手法で評価されていた。プロフィ
Iプロフィタビリティ I
I設備費計算 I
?
?ー ?
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? ? ） ―??
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?
図 5 新プロフィタビリティ計算フロー
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タビリティ法は，その後何回かの改良をへて，年に 1回，長期計画を作成す
る際に使用されることになった。これは，今後7年間の売上高，利益，研究
人員，設備投資，などの予想数量を入れると，そのプロジェクトの人件費単
価，経費，間接費などの計算がなされ，それをもとに，損益計算を行う手法
であった。この手法の手続きが図 5に，この手法によって測定したプロジェ
クトの例が図 6に示されている。
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図 6 プロジェクトの累積損益額推移
2)オルセン法 Olsenによって提案された評価方法であり，収益指標法 (indexof 
return method)とも呼ばれている。
オルセン法では研究開発の成果を新製品開発，既存製品改良および工程合理化の
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新フ゜ロフィタビリティ法とオルセン法2)などとの相違は，次のような点に
ある。
(1) 楽観ケース，最確ケース，悲観ケースなど種々のケースが計算でき，
また各ケースの起こりうる確率から期待値が計算できること。
(2) 当社の経理計算システムを用いて，今後 6年間の年毎の費用と収益の
指標が計算できること。
さらに，次のような特色も持っていた。
(3) 各フ゜ロジェクト毎に競合他社の経営指標データ （企業モデルと称す
る）をインプットしておき，当社のプロジェクトとの比較を可能とした
こと。
(4) 事業化に伴う各種共通費をインフ゜ットデータとして追加したこと。
このような改良により，各プロジェクトの各年毎の損益額の推移と，種々
の要因を考慮した評価と計画とが可能になったのである。
開発部長や開発室長などプロジェクト・リーダーは，色々なケース毎に，
この新プロフィタビリティ法を用いて，プロジェクトの収益性を計算し，そ
れにもとづいて，各プロジェクトの各種の目標数字を導出した。スタッフで
ある開発企画部は，各人の過去の新プロフィタビリティ手法によって作成し
た予測売上高と実績売上高とを比較していた。開発企画部は，その比率をホ
ラ吹き係数といって，一種の対人的属性とみなしていた。つまり，目標を高
めに設定する人はいつでもそうするということが経験から分かっていた。た
とえば，ある人はいつも 3倍ぐらい多目に予算を申告することが分かってい
る場合，その研究者のかかげた目標売上の 3分の 1位しか達成出来ないだろ
三つに分け，次のような研究開発収益比 (ProjectValue Ratio)を算出する方法を
採用している。すなわち，
研究開発収益比＝ 研究開発収益見積もり額x成功確率研究開発費見積もり額
ここで，研究開発収益見積もり額＝:E((5年間の新製品売上高）X3%+(2年間の
改良製品売上高）X2%+(1年間の工程合理化節約額））と想定されている。この方
法は経験的に得られたものである。
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うと想定された。したがって，割り当てる人数も 3分の 1ぐらいで十分であ
ろうというようにして，このホラ吹き係数が用いられた。結局，色々なプロ
ジェクト予測をする時でも，その担当者の性格から予測するのが，一番当た
ると企画開発部部長補佐の村上路一氏3)は述べていた。このようにある人
の目標は，その人の実績をふまえて，評価されることになっており，一種の
能力評価をふまえた資源配分決定がなされることになっていた。
スコア法入力用紙A プロジェクト名（
記人者（ ）記人日（
I.プロジェクトと当社9化裳との1月わり合い (1)tl企出人枇I)
2.プロジェクトを中止した場合の当社事業に抒える1杉押一
3.他tJ;.と比べての俊位性
4,ビジネスの対象
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予想総益額
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設備投資（検収）
図 7 新スコア法入力用紙 A
3)現在同社基盤技術研究所技師長。
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スコア法要入力用紙B
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評価日（
）評価者（ ）ー ＜ ＞ 
I.頂要性
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図 8 新スコア法入力用紙B
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(2)新スコア法
1984年，多数のプロジェクトの順位づけを行う目的で開発されたのが，新
スコア法と呼ばれる手法である。 この手法以前の旧スコア法では， 100もの
データを収集する必要があったが，この新スコア法では，基本データはわず
かに， 4個であった。
新スコア法の入力用紙 A では，①プロジェクトと当社事業の関わり合
い，Rプロジェクトを中止した場合の当社事業に与える影響，③他社に比
べての経済性，④ビジネスの対象，さらには，売上高，研究損益，人件費，
設備投資額等を，プロジェクト担当者が書き込むようになっていた（図 7参
照）。また，新スコア法入力用紙Bでは，①重要性，R事業可能性，③研
究効率性，④実現可能性を， それぞれ1~5の5段階で点数をつけたうえ
で加算することになっていた（図 8)。
この記入は，本社スタッフである開発企画部部長補佐の村上が一人で記入
していた。一人で記入する方が，バイアスが少ないからである。この記入に
当たっては，成長性，研究効率性，実現効率性，などについて，プロジェク
ト・リーダーの出した長期計画の数字をホラ吹き係数で割り引き，その数字
を記入していた。この新スコア法によるランキングは，設備投資計画や人員
計画などの資源投入計画立案に反映されていた。
IV 研究開発活動のフレームワークの設定
1. 基本トレンドの把握
開発企画部としては，種々のプロジェクトを管理するにあたって， 10年先
がどうなっているかを予想し，そのときに自社だけが作り出せるものを開発
しようとしていた。そのためには，今の時点で一番重要なポイントは何であ
るかを把握しておく必要があった。そのようなポイントの把握には，それぞ
れの分野で第一線の人に頼んで講演してもらうのが最も有効である。＇その
他，社内で50人ないし'.10人というまとまったレベルの数の人に次々と聞い
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ていくという方法がある。このような方法を実行すると，鍵となる情報が次
から次へと現れ，おたがいに関連を持ち出して，ある種のメッセージが生み
出されてくる。開発企画部はこのような方法によって，方向性を打ち出すよ
うにしていた。
2. 研究開発本部年度計画フロー
研究開発本部の中長期計画の策定をもとに， 全社中長期計画が作成され
る。それをうけて，年度目標利益が設定され，事業部毎の利益計画が立てら
れる。それと対応して事業部関連の研究プロジェクトである AB種研究年
度計画が立てられ，他方で全社的な新規プロジェクトの C種の研究の年度
計画が作られる。 A,B, C種の各研究プロジェクトの計画をまとめる形で
研究開発本部の年度計画が立てられ，以後，実績管理が行われる。このよう
（本社） 全社中長期計画 研究開発本部中長期計画
, AB種研究年度計画 C種研究年度計画
（事業部） （研究開発本部）
研究開発本部年度計画
第2四半期計画トレー ス
下期計画見直し
第4四半期計画トレー ス
図 9 研究開発本部年度計画フロー
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に，長期計画を年に一度作成した後で予算配分を行う。それに基き，実行計
画の上期と下期の予算を作る。また長期計画作成時には，各事業部が5年ぐ
らいの計画を出してくることになっていた（図 9参照）。
v 研究開発活動の実体把握
1. 研究開発の売上
売上が上がれば，自部門の研究開発費の増加が認められるという仕組みが
設定されていた。この方法は，住友電工独自で考え出されたものである。こ
のような考慮がなされた理由の一つは，同社が素材開発にも従事しており，
素材開発については，研究開発の予定が十分に立たない所からも来ていた。
この点では，システムの研究開発と異なっていた。システムの場合，組み合
わせの論理であるから，出来上がったコンポーネントを組み合わせていくこ
とが基本になり， PERT的な管理は可能である。一方，素材の場合，十何
年できなかったことが，ある瞬間突然できるということもある。素材開発に
ついては，スケジュールに乗らないわけである。そこで，進捗評価は基本的
にできないし，また行わないという方針がとられていた。その代わりに，売
上額をもって，あるプロジェクトの進捗度の評価の代わりとしているわけで
あった。
その他に，研究に売上を重視するのは，研究開発本部企画開発部長補佐の
村上氏によると，研究開発のエッセンスは，市場洞察（マーケット・ファイ
ンディング）にあるという銀点から来ていた。研究開発とは，一つの商品の
創造という問題や目的が先にあって，それを達成するには，どのような手段
があるかを考えていくことである。しかし，商品創造の基本的コンセプトを
作り出すのにも，市場が見えていなければそのことは到底不可能である。こ
のような考え方をつきつめていくと，研究者は直接マーケットを知ることが
必要だ，ということになる。このような精神を重視することが，売上を評価
基準として強調することにつながっていた。
住友電気工業株式会社の研究開発システム（広田） (937)165 
それに研究者はマーケット・ファインディング重視の姿勢を余程意識して
持たないと，本来シーズ志向になる傾きがある。そのような考え方に陥らな
いためにも，技術を重視することが重要であることはよく認識しているが，
マーケット・ファインディングの強調を行っておくことが重要であると考え
られていた。
2. 研究実績情報システム
売上は，そのプロジェクトや部もしくは室のメンバーの貢献のみによって
実現されたのではない。あるプロジェクト A のために，他の部門からも応
援を仰ぐことがある。 A というプロジェクトに入りながら， A 以外の仕事
をやっている人も多い。そこで，研究開発本部の各研究者は月末に 5つぐら
いのコードに対して，それぞれ月何時間ぐらい働いたというように記入する
ことになっていた。それを，研究開発本部全員1,400人が申告し，それをま
とめて，コストの帰属を行った。住友電工開発部門では， 1969年からこのよ
うなシステムを導入していた。
以前は経理がさまざまなデータを本社のコンビュータからもらってきて，
全部書き写していた。ところが，そのやり方は，経理の人間が交代したとき
に作業が煩瑣であったことと，その作業の意味が理解されなかったことのた
め，約2年間中断した。中断の後，本社のコンピュータを使って作業が再開
され， 今度は種々のデータの受け渡しをコンビュークで行うことにした。
1975年にこのようなコンビュータ化研究実績情報システムができ， 1976年に
は，それを連結した予算システムができあがった。この研究実績情報システ
ムの運用によって，各プロジェクトの累積研究開発費が計算されうるように
なったのである。
既に述べたように，住友電工では，研究と事業化を連結することが重要視
されてきた。ある商品が有望かどうかを調べるために，商品の原形を実際に
市場へ出し，そこでニーズに適ったものとして受け入れられるか，それとも
必要のないものとして淘汰されるかが，商品の市場性の最も信頼できる基準
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であると考えられていた。そのため，研究段階から，その商品の売上が上が
るかどうかということを重視していた。他方で，売上の計上とともに，研究
員がどの程度の時間を費やし，どの程度の費用をかけながら研究を推進して
いったのかを明確化させるため，コンビュータ化された研究実績情報システ
ムも作り上げていた。そして，このシステムのもとで，研究統計というレポ
ートが作られ，各プロジェクトごとに，当該年度の研究開発費，累計の研究
開発費が，すぐ分かるようになっていた。
このような管理は，実績にもとづいてそれに応じた対応をしようという趣
旨のためにつくられていたので，管理のための管理におちいることなく，有
効に使われていた。このようなシステムのもとでは，売上が上がれば上がる
程，担当者の評価も高くなるような仕組みになっていた。あるプロジェクト
の売上がどんどん上がれば，そのプロジェクトは開発室や開発部に移行でき
た。今までのリーダーは，開発室長や開発部長になりうるし，もし開発室長
や開発部長に選ばれた場合には，独立で金とか予算，等を全部設定できる権
限が与えられる仕組みになっていた。
VI 新規事業育成の方法
1. 開発室と開発部への移行
あるプロジェクトは，それを担当し何とか事業化につなげて行きたいと考
えている研究者あるいは社内企業家にとっては，チャレンジとモティベーシ
ョンの対象である。一方，そのプロジェクトに資金援助を行ったり方向づけ
を行ったりする本社スタッフから見るとそれは，管理の対象である。スタッ
フとラインの両者の間で，どのようなプロジェクトが評価され，より全社的
なバックアップが得やすいのかに関して，共通の基準ができていれば，スタ
ッフ側があえて，指示的なコントロールを行わなくても，プロジェクト担当
者の方で自主的な調整と方向づけができることになる。住友電工におけるそ
のような基準の一つが「売上」であった。
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すなわち，住友電工のシステムの特色の一つは，そのプロジェクト評価の
スタッフ・ライン間の共通の基準を，売上が上がるかどうかに置いているこ
とであった。研究室で育った技術の種を適用して商品が出来上がった場合，
その売上が1億円を越えたとき，開発企画部の側から言うと，そのプロジェ
クトを開発室へ移行させることができる，と考える。また，プロジェクトの
担当者の方から言えば，開発室へ移行するチャンスを得ることが出来た，と
考える。その場合の境界点となる，売上 1億円といえば，市場でのマーケッ
ト・シェアを考えたとき，市場全体として10億円ぐらいの規模のある市場で
あることが必要であると考えられていた。
あるプロジェクトがその水準に近づいてきたときは，何とか売上を増やし
て，開発室へ移行してもらおうとして，プロジェクト担当者が商品を売りに
歩くという現象が見られた。新規事業は本来新しいものを売るのであるか
ら，既存の営業では，客が新しいとか，技術の説明が出来ない，などの理由
で，売る能力を持たないことがある。また，既存の営業はノルマに追われて
いるので，余程収益の見込みがない限り，新規事業のセールスにはのってこ
ない。そこで，開発プロジェクト担当者自らが売り歩かざるをえなくなるの
である。しかし，この過程で，消費者，ューザーのニーズがどのようなもの
であるかを，多面的に学習するであろうし，それが技術の開発に役立つこと
になった。
売上が1億円を超えた時，開発室が誕生するが，一旦生まれた組織内のベ
ンチャーには一定の制約はあるものの，開発室の室長には，その事業に関す
るすぺての権限が与えられた。環境変化の激しい新規事業にあっては，当該
方面の知識に優れ，企業家精神をもった人材が責任をもって，対応策を考え
ていくことが， 活路を見出だすための最善の方法の一つであると考えられ
ていた。
このように，開発室長と開発部長は所長と同じ権限を与えられた。開発室
の室長は，課長あるいは若手の部長クラスに相当した。若くして開発室長に
なれば，独自で金とか予算とか全部別に立てることができるようになる。そ
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のことは，開発室や開発部目前の研究プロジェクトのリーダーに強いインセ
ンティブを与えていた。このことは，企業の側にとっては，相当経験を積ん
だ研究プロジェクトのリーダーなど中堅層の活力を引き出すことができると
いうメリットがあった。
2. 事業部への移行
もともと開発室は，事業部の「卵」とみなされ，一人前になるまでは，本社
スクッフから種々の援助と資金援助を受けながら成長する。そして，それが
損益分岐点に達したとき，事業部に昇格するというシステムになっていた。
VIl結び
以上見てきたように「素材からシステムまで」を標榜する住友電気工業に
あっては，本業の電線・ケープルが成熟化傾向を示しているため，新規事業
の立ち上げへの強い意欲を持ち，そのための仕組みが作り上げられていた。
ただし，’電線ケープルに源流を持つ技術の発展の連続性を活用するため，種
々の決定には体系的な評価を行って取り組むというシステム志向的な傾向を
持っていた。その一方で，主任研究員グループ→開発室→開発部→事業部と
いうステップを経て，有望な技術や商品を担当者の熱意を支えに伸ばしてい
くというベンチャー志向的な傾向も持っていた。
また，諸決定にあたって，研究実績情報システムの活用，研究段階から売
上げの把握を行うなど客観的なデークを重視するという傾向も見られた。そ
れとともに，現実を変えていくのは，研究員や社内起業家のチャレンジとモ
ティベーションであることをも理解したシステムづくりを行っていた。この
ように，システム志向とベンチャー志向，客観的データの重視と主体的コミ
ットメントの奨励，など一見相反する側面が共存し，バランスよくまとめあ
げられていたのが，住友電気工業株式会社の研究開発システムであったと言
えるであろう。
住友電気工業株式会社の研究開発システム（広田）
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